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苫小牧市が行う契約からの暴力団等排除に関する合意書
　苫小牧市（以下「市」という。）と札幌方面苫小牧警察署(以下「警察署」という。）は、苫小牧市契約における暴力団等排除措置要綱(以下「要綱」という。）に基づき、市が行う契約からの暴力団等排除措置を講じるため、相互の連絡協議体制の確立に関し、次のとおり合意する。
（趣旨）

第１条　この合意書は、市が行う契約からの暴力団等排除措置を講じるに当たり、要綱第３条の規定により、市及び警察署が密接に連携するために必要な事項を定める。

（用語の定義）

　この合意書において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　契約　市が行う工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約をいう。

（２）　法人等　法人その他の団体又は個人をいう。

（３）　役員等　法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者を、その他

　　　の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等を、個人にあって

　　　はその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。

　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以

　　　下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

（５）　暴力団員　暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

（６）　暴力団関係事業者　暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他暴力団又は暴力団

　　　員と密接な関係を有する事業者をいう。

（７）　暴力団等　暴力団、暴力団員又は暴力団関係事業者をいう。

（８）　排除措置　競争入札への参加資格を有する者への入札参加除外措置又は競争入札による

　　　契約若しくは随意契約において契約の相手方としない措置

　

（排除対象者）

　排除対象者は、次のとおりとする。

（１）　役員等が、暴力団等である法人等

（２）　暴力団等が経営に実質的に関与している法人等

（３）　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

　　　る目的をもって暴力団等を利用している法人等

　役員等が、暴力団等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは
　　　積極的に暴力団等の維持、運営に協力し、若しくは関与している法人等

（５）　役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有している法人等

（６）　役員等が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用し

　　　ている法人等

（情報交換）

　市は、暴力団等の排除措置を講じるために必要があると認めるときは、排除対象者に該当するか否かについて、警察署に対し照会書（第１号様式）により照会するものとする。

２　警察署は、前項の照会を受けたときは、市に対し、速やかに回答書(第２号様式）により回答

　するものとする。

３　警察署は、第１項の照会を受けた場合のほか、排除対象者に該当すると認めたときは、市に

　対して、速やかに通報書(第３号様式）により通報するものとする。

(排除措置の要請）

　警察署は、前条第２項の回答及び第３項の通報に併せて、市に対し、当該法人等の排除措置の要請を行うものとする。また、排除対象者に該当しなくなったと判断したときは、排除要請の解除(第４号様式）を通知するものとする。

（措置結果の通知）

　市は、前条の排除措置要請に係る措置の状況を警察署に対し、通知書(第５号様式）により通知するものとする。

（個人情報の管理）

　市及び警察署は、この合意書の運用により取得した個人情報を適正に管理し、排除措置の目的以外に使用してはならない。

（相互の連携）

　市及び警察署は、暴力団等の排除の徹底を図るため、相互に情報交換を行う等、連携の強化に努めるものとする。

２　市は、排除措置を講じるに当たり、当該排除対象者からの妨害等が予想される場合は、警察

　署に対し、支援要請書(第６号様式）により支援を要請することができるものとする。

３　警察署は、前項の規定による支援要請があった場合又はその他必要と認める場合は、市に対

　し、必要な支援を行うものとする。

４　警察署は、排除対象者から市に対し、訴訟の提起等の紛議が生じた場合には、第４条第２項

　又は第３項の規定により、市に回答した内容又は通報した情報その他警察署が市に提供した情

　報の正当性を立証する等、必要な協力を行うものとする。

（緊急の場合）

　市及び警察署は、緊急の場合、照会若しくは回答又は排除の要請若しくは支援の要請を文書により行ういとまがないときは、口頭によりこれを行うことができるものとする。ただし、事後において速やかに、相互に関係する文書（各様式）を送付の上、その手続きの経過を明確にするものとする。　

（その他）

　この合意書に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、その都度、市及び警察署が協議の上、決定するものとする。

　

　

　この合意書を立証するため、本書２通を作成し、当事者が各１通を保有するものとする。

平成２４年１１月３０日

　　　　　　　　　　　　　　　苫小牧市

　　　　　　　　　　　　　　　　市　長

　　　　　　　　　　　　　　　札幌方面苫小牧警察署

　　　　　　　　　　　　　　　　署　長

　　　

第1号様式（第４条関係）

苫　　契　　第　　　号

　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　

　　札幌方面苫小牧警察署長　様

苫小牧市長　岩　倉　博　文

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（財政部契約課）

照　　会　　書

　下記の者が、苫小牧市が行う契約からの暴力団等排除に関する合意書の第４条により排除対象者に該当するか否かについて照会します。

記

	商号又は名称
	

	代表者
	

	所在地
	

	受任者※
	

	所在地※
	

	備考
	


※受任者がいる場合に記載

市担当部署　　　　　部　　　　　課　　　　　係

担当者

連絡先

第２号様式（第４・５条関係）

第　　　　　　　　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　

　　苫小牧市長　様

　　　　札幌方面苫小牧警察署長　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

回　　答　　書
　　　　年　　月　　日付け(文書番号）で照会のあった件について、下記のとおり回答します。

記

	商号又は名称
	

	代表者
	

	所在地
	

	回答事項
	上記の者は、苫小牧市が行う契約からの暴力団等排除に関する合意書の第３条

□　第　　　号に該当するので契約からの排除を要請する。

□　に該当しない。

	受任者※
	

	所在地※
	

	回答事項
	上記の者は、苫小牧市が行う契約からの暴力団等排除に関する合意書の第３条

□　第　　　号に該当するので契約からの排除を要請する。

□　に該当しない。

	備考
	


※受任者がいる場合に記載

第３号様式（第４・５条関係）

第　　　　　　　　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　

　　苫小牧市長　様

札幌方面苫小牧警察署長　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

通　　報　　書　(排除措置要請）
　下記の者が、苫小牧市が行う契約からの暴力団等排除に関する合意書の第３条第　　号に該当するので、契約からの排除措置を要請します。

　　　
記

	商号又は名称
	

	代表者
	

	所在地
	

	受任者※
	

	所在地※
	

	備考
	


※受任者がいる場合に記載
第４号様式（第５条関係）

第　　　　　　　　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　

　　苫小牧市長　様

札幌方面苫小牧警察署長　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

通　　知　　書　(排除措置解除）
　下記の者が、苫小牧市が行う契約からの暴力団等排除に関する合意書の第３条第　　号に該当しなくなったので、契約からの排除措置の解除を要請します。

　　　
記

	商号又は名称
	

	代表者
	

	所在地
	

	受任者※
	

	所在地※
	

	備考
	


※受任者がいる場合に記載
第５号様式（第６条関係）

苫　　　　第　　　号

　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　

　　札幌方面苫小牧警察署長　様

苫小牧市長　岩　倉　博　文

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　部　　課）

通　　知　　書

　　　年　　月　　日付け(文書番号）で排除要請のあった件について、下記のとおり措置状況を通知します。
記

	商号又は名称
	

	代表者
	

	所在地
	

	排除措置月日とその内容
	　　

	受任者※
	

	所在地※
	

	排除措置月日とその内容※
	　　

	備考
	


※受任者がいる場合に記載

第６号様式（第８条関係）

苫　　　　第　　　号

　　　年　　月　　日

　　札幌方面苫小牧警察署長　様

苫小牧市長　岩　倉　博　文

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　部　　課）

支　援　要　請　書

　苫小牧市が行う契約からの暴力団等排除に関する合意書第８条第２項に基づき、次のとおり支援を要請します。
記

	支援の内容
	

	日時及び場所
	

	支援の理由
	

	対象者
	商号又は名称
	

	
	代表者
	

	
	所在地
	

	備　　考
	


市担当部署　　　　　部　　　　　課　　　　　係

担当者

連絡先


